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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

（令和元年東日本台風は、東北地方の多くの地点で観測史上 1 位となる大雨） 

〇 令和元年東日本台風（台風第 19 号）は、福島県、宮城県、岩手県を含む 1 都

12 県で大雨特別警報が発表され、東北地方の多くの地点で３､６､12､24 時間降

水量の観測史上 1 位の値を更新する等記録的な大雨となりました。10 月 11 日

から 13 日までの総降水量は、東日本を中心に 17 地点で 500 ㎜を超え、宮城県

丸森町
ま る も り ま ち

筆
ひ っ

甫
ぽ

で 607.5 ㎜、岩手県普代
ふ だ い

で 467 ㎜、福島県川内
か わ う ち

で 453 ㎜など、10 月

１か月分の平年値の３～４倍の雨量となりました（図表 1-1）。 

○ また、10 月 24 日～26 日にかけて西日本から北日本の太平洋側沿岸に沿って

低気圧が進み、この低気圧に向けて南から暖かく湿った空気が流れ込むととも

に、日本の東海上にあった台風第 21 号からも湿った空気が流れ込み、東北地方

で大雨となりました。総降水量は、太平洋側を中心に広い範囲で 100 ㎜を超え、

福島県浪江町
な み え ま ち

では 251.5 ㎜の雨量となりました。 

○ これらの台風に伴う大雨により、河川の氾濫、堤防決壊や越水が発生し、決壊

に伴って、宮城県、福島県を中心に農地や果樹園への流出土砂の堆積、ほ場等へ

の稲わらの堆積、ビニールハウスや農業用機械等の損壊や水稲、大豆、野菜、果

樹、花きの冠水・水没、収穫物の浸水など甚大な被害が発生しました。 

○ これによる全国の農林水産関係の被害額は 3,446 億円（令和 2 年４月 10 日現

在）、うち東北地方の被害額は、農業関係 1,217 億円、林業関係 277 億円、水産

関係 34 億円で合わせて 1,528 億円となりました（令和 2 年 3 月 31 日現在）（図

表 1-2）。 

資料：「台風経路図」気象庁ホームページより 

令和元年東日本台風は、10 月 12 日 19 時前に大型で

強い勢力で伊豆半島に上陸し、勢力を維持したまま関

東地方を北東に進み、13 日未明には福島県、明け方に

は宮城県沖、その後、三陸沖を北東に進み、13 日 12

時に北海道の南東海上で温帯低気圧に変わる。 

 

観測地点 県 市町村 降水量(mm)

 筆甫(ﾋｯﾎﾟ) 宮城県  伊具郡丸森町 607.5

 譜代(ﾌﾀﾞｲ) 岩手県  下閉伊郡普代村 467.0

 川内(ｶﾜｳﾁ) 福島県  双葉郡川内村 453.0

 小本(ｵﾓﾄ) 岩手県  下閉伊郡岩泉町 450.0

 丸森(ﾏﾙﾓﾘ) 宮城県  伊具郡丸森町 441.0

 宮古(ﾐﾔｺ) 岩手県  宮古市 417.5

 仙台(ｾﾝﾀﾞｲ) 宮城県  仙台市宮城野区 401.0

 鷲倉(ﾜｼｸﾗ) 福島県  福島市 397.5

 雄勝(ｵｶﾞﾂ) 宮城県  石巻市 391.0

 白河(ｼﾗｶﾜ) 福島県  白河市 380.5

第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等         

１．令和元年東日本台風等による被害 

（１）被害状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1  令和元年東日本台風等の経路図及び東北地方の期間降水量                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年東日本台風の経路図 

資料：アメダス（速報値） 

東北地方の期間降水量 
（10 月 11 日～10 月 13 日） 

3
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冠水した農業機械 
農道に土砂や流木が堆積 倒壊した農業用ハウス 

樹園地(もも)の浸水 田耕地への土砂流入 りんごの倒木及び落果 

冠水したレタス 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 合計

農地・農業用施設 1億4,260万円 13億4,300万円 524億4,043万円 2,384万円 3億2,263万円 527億9,300万円 1,070億6,550万円

農業関係施設 1億9,402万円 61億4,920万円 438万円 1,615万円 1億1,023万円 64億7,398万円

農作物・樹木等 4億0,401万円 36億5,084万円 570万円 9,090万円 22億6,438万円 64億1,583万円

貯蔵収穫農産物 3億9,415万円 3億9,415万円

農業集落排水 4億9,345万円 4億9,345万円

畜産等 3,364万円 6億5,738万円 1,480万円 7億  582万円

県所管施設 1億1,320万円 1億1,320万円

農業関係被害額　計 1億4,260万円 19億7,467万円 638億9,865万円 3,392万円 4億2,968万円 551億8,240万円 1,216億6,193万円

令和２年３月31日現在

図表 1-2  令和元年東日本台風による農業関係被害額及び被害状況                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堆積した土砂や稲わら 浸水した水稲 
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（人的支援等） 

〇 東北農政局では､10 月 11 日に「東北農政局災害対策本部準備会合｣を開催､10

月 12 日には「東北農政局災害対策本部」を設置し､関係県拠点に対し情報収集

体制の確保、県庁等へのリエゾン派遣を行いました。 

○ 10 月 13 日以降､岩手県､宮城県､山形県及び福島県の各県庁､被災市町村へ順

次リエゾンを延べ 120 人派遣し､被害情報の迅速かつ的確な把握に努めました。 

○ 10 月 17 日以降､被害を受けた農地・農業用施設等の早期復旧のため､宮城県、

福島県へ技術職員を延べ 1,096 人派遣し､技術的助言や指導等を実施しました。 

○ 10 月 12 日以降、被災市町に排水用ポンプの貸与を 14 カ所(42 台)行いました｡ 

（支援対策の周知） 

○ 農林水産省において 10 月 25 日に被災された農林漁業者の方々が営農意欲を

失わず一日も早く経営再建できるよう営農継続に必要な農林水産関係被害への

支援対策を決定したことから､10月28日に宮城県仙台市
せ ん だ い し

において地方公共団体、

農協等の関係者に対する説明会を開催し､当該支援対策を周知しました。 

○ また、11 月７日に被災者の生活・生業の再建に向けて緊急に対応すべき施策

として「被災者の生活と生業の再建に向けた対策パッケージ」(図表 1-3)が取

りまとめられたことから、11 月 11 日に宮城県仙台市
せ ん だ い し

、11 月 13 日に福島県郡山市
こ お り や ま し

において､被災した地方公共団体､農林漁業者に対する説明会を開催し､支援等

を周知しました。 
○ この他、岩手県内の９市町村、宮城県内の 21 市町及び福島県内８の市町村に

おいて、県、市町村、ＪＡ、被災農業者等に対する説明会を随時開催し、合計 78
回の開催で約 1500 人に対し、支援策の詳細を説明しました。 

○ 今回の支援策は、従前からの支援に加え、ほ場等に堆積した稲わら等の処理に
係る支援や保管中の米が浸水した農家への営農再開支援等、実態に合わせて強
化されました。 

（２）対応策等の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3  生活・生業支援パッケージ（農林漁業者の支援）のポイント                           
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被災農地
災害復旧
対象面積

宮城県 8,857ha 509ha

福島県 3,650ha 419ha

（３）復旧状況 

 

 

（フォローアップの実施） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

   

 

 

  

 

 

図表 1-4  営農再開及び復旧状況（令和２(2020)年３月時点）                 

 （農地の復旧状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 （農地以外の復旧状況） 

 

 

（フォローアップの実施） 

○ 東北地方の中でも特に被害が大きかった市町村の被災農業者に対しては、定

期的に営農再開の進捗状況等の聞き取りをするとともに、東北農政局として可

能な限り支援するなど、継続的なフォローアップに努めました。 

 

（農地の復旧・復興は着実に進展） 

○ 宮城県における被災農地（8,857ha）のうち災害復旧事業の対象面積は 509ha

（6％）であり、そのほとんどが丸森町
ま る も り ま ち

の農地（469 ha）となっています。被害

が甚大であった丸森町
ま る も り ま ち

では、災害査定を簡易な方法で実施したことから、詳細な

現地調査を行った上で、復旧工事を行う予定となっています。 

また、福島県における被災農地（3,650ha）のうち災害復旧事業の対象面積は 

419ha（11％）であり、順次、復旧工事を行っています（図表 1-4）。 

 

（その他事業の実施状況） 

○ 堆積した稲わらの処理については 37 万㎥、保管米の浸水被害対策については 

108ha、土づくり対策については 249ha で事業を実施しました（図表 1-4）。 

○ 農業用機械・ハウス等については強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被 

災農業者支援型）、野菜については種子・種苗等の購入費を補助する持続的生産 

強化対策事業（産地緊急支援対策）、果樹については樹園地の消毒等を支援する 

持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）等の各種支援対策を実施するこ 

とにより、各被災農業者の営農再開を支援しました。 

 

堆積した稲わ
らの処理

保管米の
浸水被害

土づくり
対策

370,000㎥ 108ha 249ha東北
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資料：東北農政局作成 
 

 

 （農地の復旧状況は、岩手県 100％、宮城県 99.5％、福島県 72.5％） 

〇 東日本大震災による津波で被災した農地面積（農地転用等の面積を除く。）の

うち営農再開が可能となった農地面積の割合は、令和２(2020)年３月末時点、

岩手県では 100％、宮城県では 99.5％となっていますが、東京電力福島第一原

子力発電所の事故に伴う、避難指示区域を抱える福島県では 72.5％となってい

ます（図表 1-5）。 

〇 また、農地・農業用施設等の復旧進捗状況（全体）は、令和２(2020)年３月末

時点、農地では 93.1％、排水機場では 100％、農地海岸堤防では 97.6％となっ

ています（図表 1-6）。 
 

２．東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組 

（１）地震・津波からの復旧・復興に向けた取組 

ア  被災３県の農地・農業用施設の復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-5  農地の復旧（被災３県別、令和２(2020)年３月末時点）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-6  農地・農業用施設等の復旧進捗状況（令和２(2020)年３月末時点）      

 

 

 

 

 

 

がれき除去 復旧後の農地 被災直後の農地 

 資料：東北農政局作成 
  注：1)農地海岸堤防の被害状況には、福島県の未査定３地区を含む。 

 2)復旧の進捗状況とは、農地では営農再開可能となった面積の合計値。排水機場では復旧  
完了及び復旧工事実施中の箇所の合計値。農地海岸堤防では復旧完了及び復旧工事実  
施中の地区の合計値。 

（単位：ha）

区分
津波被災農地面積
（農地転用等を除く）

営農再開可能面積
（平成31(2019)年
３月末までに復旧）

営農再開可能面積
（令和２(2020)年

３月末時点）

令和２(2020)年３月末
時点での復旧状況

（％）

岩手県 550 550 550 100.0

宮城県 13,710 13,610 13,640 99.5

福島県 4,480 3,040 3,250 72.5

区分
被災３県の被害状況

（復旧対象）

復旧の進捗状況
（令和２(2020)年

３月末時点）

令和２(2020)年３月末
時点での復旧状況

（％）

 農地(ha) 18,740 17,440 93.1

 排水機場(箇所） 96 96（うち復旧完了は94） 100.0

 農地海岸堤防（地区） 124 121（うち復旧完了は108） 97.6
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イ 直轄災害復旧事業の実施状況 

                                             

図表 1-7  農地の復旧・整備 事業実施地区（令和２(2020)年３月末時点）       
                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 資料：東北農政局作成 
  注：１）農地海岸堤防の被害状況には、福島県の未査定３地区を含む。 

２）復旧の進捗状況とは、農地では営農再開可能となった面積の合計値、排水機場では復旧工事
完了及び復旧工事実施中の箇所の合計値、農地海岸堤防では復旧工事完了及び復旧工     
事実施中の地区の合計値を示す。 

資料：東北農政局作成 

 

 （直轄災害復旧事業を実施中の地区は残り３地区） 

〇 直轄災害復旧事業は、津波被災地区及び地震被災地区各々６地区で行われ、令

和２(2020)年３月末までにそれぞれ４地区、５地区が完了しています（図表 1-7）。 

〇 これらの事業費は、津波被災地区では 1,525 億円、地震被災地区では 158 億

円となっています。 
 

資料：東北農政局作成 
 注：１）国直轄事業とは、国自らが実施する事業のこと 

２）事業費は四捨五入した金額のため、小計と計が一致しない場合がある。 

番号 県名 災害内容
事業費

（億円）
備考

① 宮城県
排水機場
排水路等

28 完了

排水機場
排水路等

321

農地復旧 173 実施中
除塩 75
区画整理 316

884

③ 宮城県
排水機場
排水路等

155 完了

④ 宮城県
排水機場

排水路等
123 完了

⑤ 宮城県
堤防工
防潮水門等

163 完了

⑥ 福島県
排水機場
排水路

173 実施中

1,525

南相馬

計

津
波
被
災

地
区

地区名

定川

②

仙台東 宮城県

小計

名取川

亘理山元

亘理山元
（農地海岸）

番号 県名 災害内容
事業費

（億円）
備考

① 宮城県
流入工
排泥工

1 完了

② 宮城県
揚水機場
幹線水路

2 完了

③ 宮城県
排水機場
用水路

5 完了

④ 福島県
羽鳥ダム（堤体）
付帯施設

33 完了

⑤ 福島県
西郷ダム（堤体）
付帯施設

6 完了

⑥ 福島県
大柿ダム（堤体）
幹・支線用水路

110 実施中

158計

地
震
被
災
地
区

地区名

迫川上流・
荒砥沢ダム
（再度災害復旧）

迫川上流

河南

白河矢吹

阿武隈川上流

請戸川
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事業実施地区の例① 「仙台東地区」ほ場整備事業概要と農地整備状況（令和２(2020)年３月末時点） 

事業実施地区の例② 福島県内の国直轄災害復旧事業 

資料：東北農政局作成 
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資料：東北農政局作成 

ウ 食料生産地域再生のための先端技術展開事業の成果 

 

図表 1-8  食料生産地域再生のための先端技術展開事業（平成 25(2013)～29(2017)年度）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-9  食料生産地域再生のための先端技術展開事業（平成30(2018)～令和２(2020)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （岩手県、宮城県及び福島県で平成 30（2018）年度から 13 課題を開始） 

〇 平成 23(2011)年度から平成 29(2017)年度まで、先端技術を用いて被災地の農

業を復興させ、技術革新を通じて成長力ある新たな農業の育成を図るため、「食

料生産地域再生のための先端技術展開事業」（略称：先端プロ）を実施しました

（図表 1-8）。 

〇 同事業において、平成 30(2018)年度から令和２(2020)年度まで、新たな状況

変化に起因する技術的課題を解決するための実証研究（11 課題）及び実用化さ

れた技術の速やかな社会実装を図るための社会実装促進業務（農業分野と水産

業分野で各 1 課題）を実施しています（図表 1-9）。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

（２）東京電力福島第一原子力発電所事故の影響と復旧・復興に向けた取組 

ア 農業分野における放射性物質対策 

 
図表 1-10  農業分野における放射性物質関連対策の概要                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：東北農政局作成 

 

（検査、農地除染、営農再開及び被災地産食品の販売促進等の対策を実施） 

〇 農業分野における放射性物質関連対策として、農産物の安全確保（放射性セ

シウム濃度の検査等）、農地の除染・汚染物質対策（技術の開発・実証等）、廃棄

物の保管・処理、関連対策（避難区域等における営農再開支援等）及び被災地産

食品の利用・販売について、福島県や関係機関と連携しながら推進しています

（図表 1-10）。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

イ 米の安全確保 

 

図表 1-11  米の安全確保 ―米の作付に関する方針、米の作付制限等の対象地域―       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局作成 

 
 （米の安全確保に向け、きめ細かい検査や作付制限等を実施） 

〇 米の安全確保に向けて、除染、カリ施肥等による吸収抑制対策とともに、き

め細かい検査により、基準値を超過する米が流通しないよう取り組まれています。 

〇 令和２(2020)年産の作付制限等は、「27 年産以降の米の作付等に関する方針」

（平成 27(2015)年２月 27 日）に基づき行われています。 

〇 また、避難指示区域等においては、令和２(2020)年産米の「作付制限」、「農

地保全・試験栽培」、「作付再開準備」及び「全量生産出荷管理」の対象地域が

公表されています。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

資料：東北農政局作成 

ウ 果実の安全確保 

 

図表 1-12  果実の安全確保 ―放射性物質の低減対策、放射性物質検査―        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （放射性物質の低減対策や収穫後の検査等を実施） 
〇 果実の安全確保に向けて、放射性物質の低減対策（粗皮削り、樹体洗浄、剪

定・整枝等）とともに、モニタリング検査が継続して行われています。この結

果、令和元(2019)年において基準値を超過する果実は発生していません。 

〇 あんぽ柿については、平成 23(2011)年及び平成 24(2012)年に加工自粛しまし

たが、ＧＡＰの導入、幼果期検査による安全な原料柿の確保やあんぽ柿製品の

出荷前の検査により安全性を確保することにより、平成 25(2013)年から出荷再

開され、出荷量も徐々に回復しておりますが、令和元(2019)年度においては、

台風 19 号の水害等により震災前の約８割に留まりました（図表 1-12）。 
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                 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

エ 畜産物の安全確保 

図表 1-13  畜産物の安全確保                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局作成 

 

 （基準に沿った飼養管理や放射性物質の移行低減対策等を実施） 

〇 畜産物の安全確保に向けて、食品中の放射性物質の基準値（食肉 100Bq/kg、

牛乳 50Bq/kg）を超えた畜産物が流通しないよう、飼料の暫定許容値が定めら

れ、これに合わせた飼養管理（暫定許容値以下の飼料の給与等）、牧草地の除染

や移行低減対策の推進、牧草等のモニタリング調査等が行われています（図表 

1-13）。 

〇 また、被災３県で除染等が必要だった約３万 3,000ha の牧草地については、

平成 30(2018)年８月までに約９割の約３万 1,000ha の除染等が完了し、急傾斜

地や石礫の多い牧草地でも一部除染等が行われています。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

（３）原子力被災 12 市町村の営農再開に向けた支援等 

 ア 水稲作付面積の年次別推移 

図表 1-14  被災 12 市町村における水稲作付面積の年次別推移（営農再開状況）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 （市町村等の意向を確認しながら、営農再開に向けて条件整備） 

〇 避難指示解除区域等の営農再開に向けて、農地、農業用施設の復旧等が行わ

れています。 

また、農業者の帰還の度合いに応じ、営農再開状況にばらつきはあるものの、

市町村や農業者の意向を確認しながら、農地の大区画化や集積、施設・機械の整

備等、営農再開に向けての支援が行われています（図表 1-14）。 
 

資料：水稲作付面積については、市町村からの聞き取りを基に東北農政局作成（令和元(2019)年９月末現在） 
 注：大熊町の一部の避難指示解除準備区域及び居住制限区域は平成31年４月10日に解除 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 
 

資料：市町村からの聞き取りを基に東北農政局作成（令和元(2019)年９月末現在） 

 注：表は、避難指示区域の見直し時期が早い市町村順に表記（帰還困難区域を除く。） 

 イ 原子力被災 12 市町村の営農再開状況 

 

図表 1-15  避難指示区域見直し後の営農再開状況                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （南
みなみ

相
そう

馬
ま

市
し

、楢葉町
な ら は ま ち

などで、米の作付けが拡大） 

〇 このような中で、令和元(2019)年度においては、南
みなみ

相
そ う

馬
ま

市
し

、楢葉町
な ら は ま ち

を中心に約

3,600ha(※１)まで米の作付けが拡大されました。その他の地域でも、米や花き、

野菜等が栽培され、営農再開が進められています（図表 1-15）。 
 

※１：南相馬市
み な み そ う ま し

では市内全域で水稲の作付け制限を実施したことから、水稲の作付面積 

（3,600ha）には南相馬市
み な み そ う ま し

全体の水稲作付再開面積を含む（図表 1-15※２）。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 
 

 

 ウ 関係機関が連携した営農再開推進チームの取組状況 

図表 1-16  営農再開状況及び意向(平成 29(2017)年４月～令和元(2019)年 12 月まで)                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 1-17  「再開済」「再開意向あり」と回答した農業者の課題(平成 29(2017)年４月～令和元(2019)年 12 月まで)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：福島相双復興官民合同チーム営農再開グループ「原子力被災 12 市町村における農業者個別訪問活動結果

概要」を基に東北農政局作成 

 

 （被災農業者への個別訪問を実施） 

〇 平成 29(2017)年４月より、福島相双復興官民合同チーム営農再開グループは

被災農業者への個別訪問に取り組んでいます。 

〇 原子力被災 12 市町村の農業者を同グループが訪問し農業者の状況及び意向

等を確認したところ、「再開済」「再開意向あり」と回答した農業者は 43％とな

っています（図表 1-16）。 

〇 また、営農再開済農業者が最も多く挙げた課題は、農業機械・施設・家畜・新

規作物等の導入等となっています（図表 1-17）。 

 

※「福島相双復興官民合同チーム営農再開グループ」とは 

東北農政局、福島県及び公益社団法人福島相双復興推進機構の３機関が連携して農業

者訪問活動や支援を実施するもの 

 

資料：福島相双復興官民合同チーム営農再開グループ
「原子力被災 12 市町村における農業者個別訪
問活動結果概要」を基に東北農政局作成 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

（４） 被災地産食品の利用・販売促進に向けた動き 

 

図表 1-18  食べて応援しよう！in 仙台（第３回）                                            

 
 

 

 

図表 1-19  東北農政局等職員への斡旋・販売産品（平成 27(2015)年度から令和元(2019)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被災地復興を目的としたイベントや福島県産品の斡旋・販売を実施） 

  東北農政局では「食べて応援しよう！」の取組の一環として、岩手県、宮城県及び福 

島県の農林漁業者及び食品事業者等が農林水産物や加工食品などを販売する場の提供 

や被災地復興に理解を深めるイベント「食べて応援しよう！in 仙台」を平成 28(2016)年

度から開催しています。第４回の令和元(2019)年度は新型コロナウィルスの感染拡大を防

止する観点から、延期となりました（図表 1-18）。 

 また、福島県産の農林水産物等の風評払拭を目的として、東北農政局等職員に斡旋・ 

販売する「食べて応援しよう！」を実施しています。令和元(2019)年度は相双地域で生産

された米を原料に製造された日本酒を斡旋・販売しました（図表 1-19）。 

 

 ※「食べて応援しよう！」とは 

    被災地域やその周辺地域で生産・製造されている農林水産物・加工食品（被災地産食品）を

積極的に消費することで被災地の復興を応援する運動のこと 

会場の様子 「食の応援大使」みちのく仙台ＯＲＩ☆姫隊によ
るステージパフォーマンス 

資料：東北農政局作成 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

資料：農林水産省食料産業局「農林水産物・食品の輸出促進について」 

（令和 2(2020)年 3 月末現在） 

注：スイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイン（EFTA 加盟国）も EU に準拠した規制緩和を実施。 

（５）原発事故による諸外国の食品等の輸入規制の動向  

 

図表 1-20  令和元(2019)年度に輸入規制撤廃又は緩和された品目               

 

 

撤廃又は緩和
の年月

輸出先国・地域 東北地域の規制撤廃又は緩和の主な内容

2019年4月 米国
岩手県産牛の肉、福島県産ウミタナゴ、クロダイ、ヌマガレイ、宮城県産牛
の肉、クロダイの輸入停止を解除

５月 フィリピン
福島県産ヤマメ、アユ、ウグイ、イカナゴの輸入停止を放射性物質検査報
告書の添付を条件に解除

６月 コンゴ民主共和国 輸入規制撤廃（放射性物質検査証明書の添付が不要）

７月 UAE
検査報告書の対象品目である福島県産の全ての食品、飼料を水産物、野
生鳥獣肉のみに縮小

９月 米国 福島県産ムラソイ、カサゴの輸入停止を解除

10月 マカオ

宮城県産の野菜、果物、乳製品の輸入停止を商工会議所のサイン証明で
輸入可能に、食肉、卵、水産物等について放射性物質検査報告書の添付
を商工会議所のサイン証明に変更、山形県産の野菜、果物、乳製品等に
ついて放射性物質検査報告書の添付が不要

〃 ブルネイ
輸入規制撤廃（福島県産の放射性物質検査証明書、福島県産以外の産地
証明書の添付が不要）

11月 EU※
福島県の大豆、宮城県及び岩手県産の水産物を検査証明対象から除外
等の検査証明書及び産地証明書の対象地域及び対象品目を縮小

〃 米国 宮城県産アユ（養殖を除く）の輸入停止を解除

2020年１月 シンガポール
福島県の林産物、水産物、福島県７市町村の全食品の輸入停止を産地証
明及び放射性物質検査報告書の添付を条件に解除

〃 米国 岩手県産クロダイ、福島県産ビノスガイの輸入停止を解除

〃 フィリピン
輸入規制撤廃（福島県産の放射性物質検査報告書、福島県産以外の産地
証明書の添付が不要）

１～２月 インドネシア
水産物、養殖用薬品、エサについて検査証明対象から除外、宮城県及び
山形県産を除く加工食品について検査報告書の対象から除外

 

 （香港、中国、台湾及び韓国等で続く輸入停止措置） 

〇 原発事故に伴い諸外国・地域において講じられた輸入規制は、政府一体とな

った働きかけの結果、令和元(2019)年度は３の国･地域で完全撤廃、７の国･地

域で一部品目の規制緩和がされました。これに伴い、米国向け宮城県及び岩手

県産牛肉の輸入停止が解除され、コンゴ民主共和国、ブルネイ及びフィリピン

向け輸出の際の証明書等が不要になりました（図表 1-20）。 

〇 原発事故に伴い規制を受けた 54 の国・地域のうち、令和２(2020)年３月まで

に 34 の国で輸入規制が撤廃されましたが、まだ 20 の国・地域（香港、中国、

台湾、韓国等）で規制が継続されています（図表 1-21）。 

〇 輸入停止措置を講じている国・地域は、日本の農林水産物・食品の輸出額の

上位を占めています（図表 1-22）。 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 

資料：農林水産省食料産業局「農林水産物・食品の輸出促進について」 

（令和 2(2020)年 3 月末現在） 
 

資料：農林水産省食料産業局「農林水産物・食品の輸出促進について」（令和 2(2020)年 3 月末現在、輸出実績は 

2019 年確定値） 

注：中国は「10 都県以外」の「野菜、果実、乳、茶葉等」（これらの加工品も含む）について、放射性物質検 

査証明書の添付を求めているが、放射性物質の検査項目が合意されていないため、実質上輸入が認められ 

ていない。 

 
 

 

図表 1-21  原発事故による諸外国・地域の食品等の輸入規制の緩和・撤廃              

 

 

 

 

図表 1-22  原発事故に伴い輸入停止措置等を講じている国・地域             

 

 

 

 

  

国・地域名
カナダ、ミャンマー、セルビア、チリ、メキシコ、ペルー、ギニア、ニュージーランド、
コロンビア、マレーシア、エクアドル、ベトナム、イラク、豪州、タイ、ボリビア、
インド、クウェート、ネパール、イラン、モーリシャス、カタール、ウクライナ、
パキスタン、サウジアラビア、アルゼンチン、トルコ、ニューカレドニア、ブラジル、
オマーン、バーレーン、コンゴ民主共和国、ブルネイ、フィリピン

ＥＵ及び英国、ＥＦＴＡ（アイスランド、ノルウェー、スイス、
リヒテンシュタイン）、仏領ポリネシア、ロシア、シンガポール、インドネシア、
レバノン、アラブ首長国連邦、エジプト、モロッコ

自国での検査強化（１） イスラエル

香港、中国、台湾、韓国、マカオ、米国

一部又は全ての都道府県を対
象に検査証明書等を要求
（13）

規制措置の内容（国・地域数）

事故後の輸入規制を撤廃（34）

事故後の輸
入規制を継
続（20）

一部都県等を対象に輸入停止
（６）

輸出先国・地域
輸出額（2019年）
※括弧内は全輸出額に

占める割合

停止措置対象県 輸入停止品目

香港 2,037億円（22.3％） 福島県 野菜、果実、牛乳、乳飲料、粉乳

宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬
県、埼玉県、千葉県、東京都、長野県

全ての食品、飼料

新潟県 コメを除く食品、飼料

米国 1,238億円（13.6％） 日本国内で出荷制限措置がとられた県 日本国内で出荷制限措置がとられた品目

台湾 904億円（9.9％） 福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県 全ての食品（酒類を除く）

日本国内で出荷制限措置がとられた県 日本国内で出荷制限措置がとられた品目

青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城
県、栃木県、群馬県、千葉県

水産物
韓国 501億円（5.5％）

中国 1,537億円（16.9％）
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

 
（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い社会経済や国民生活等に甚大な影響） 

 ○ 令和元(2019)年 12 月に中国で確認された新型コロナウイルスは、世界各地に

拡大し、令和２(2020)年１月 15 日に日本国内での初感染者、２月 29 日には宮城

県において東北初となる感染者が確認されました。 

○ 東北地方においても、政府の決定に従い小中学校等の臨時休校やイベント等の

自粛、外国人労働者の入国制限等により、農林水産物の需要減少や生産現場にお

ける労働力不足等、農業・食品産業に様々な影響が発生しました。 

○ このため、東北農政局は、新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策や、

農林水産省が策定した農業者や食品産業事業者等の事業継続に関するガイドライ

ンの周知等を行い、生産基盤の維持・継続と需要の喚起に取り組みました(図表 1-

23)。 

資料：東北農政局作成 

３．新型コロナウイルスへの対応 

（１）東北地方における情勢 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-23  新型コロナウイルスに関する動き                                

 

 

12月 中華人民共和国湖北省武漢市において、原因となる病原体が特定されていない肺炎の発生が複数報告

１月 15日 国内において新型コロナウイルス感染者を初めて確認

２月 ５日 横浜港に停泊していた豪華客船「ダイヤモンド・プリンセス号」の乗客乗員に感染が判明

13日 政府対策本部「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」取りまとめ

18日 「新型コロナウイルスに関する東北農政局対策本部」を設置

25日 政府対策本部「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」決定

27日 政府対策本部「全国の小中高校、特別支援学校の２日から春休みまでの臨時休校」を要請

29日 宮城県仙台市において新型コロナウイルス感染者を初めて確認（「ダイヤモンド・プリンセス号」乗客）

３月 ６日 秋田県において新型コロナウイルス感染者を初めて確認（「ダイヤモンド・プリンセス号」乗客）

東北農政局に新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口を設置

７日 福島県において新型コロナウイルス感染者を初めて確認（「ダイヤモンド・プリンセス号」乗客）

10日 政府対策本部「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策ー第２弾ー」取りまとめ

13日
農林水産省所管業種における「新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本
的なガイドライン」取りまとめ・公表

19日 東北農政局「和牛・牛乳・花いっぱいプロジェクト」を実施

23日 青森県において新型コロナウイルス感染者を初めて確認

24日 東京五輪・パラリンピック１年程度延期を決定

31日 山形県において新型コロナウイルス感染者を初めて確認

令和元(2019)年

令和２(2020)年
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（農業及び食品産業に様々な影響が発生） 
○ 学校給食用牛乳の製造中止 

小中学校等の臨時休校に伴い、急きょ、学校給食用に出荷が予定されていた生
乳を乳製品に仕向け変更する調整が生産者団体で行われました。このことは、酪
農家が受け取る乳代を下げる要因となりました。 

〇 花き、牛肉、地鶏等の需要減少と価格低迷 
・卒入学式や冠婚葬祭の中止に伴い、洋花（ストック、バラ等）を中心に需要が

減少したことから価格低下や取扱量が減少しました。 
・外出自粛に伴い、首都圏での飲食店での需要が減少したことから枝肉価格及び

和子牛価格が大幅に低下しました。また、地鶏も同様に外食需要の減少により
在庫量が大幅に増加しました。 

○ 農泊のキャンセル 
  農泊地域における宿泊等のキャンセルが発生しました。また、受け入れる農

家側も感染への不安が根強く受入れを見合わせるケースも発生しました。 
○ 観光農園の入園中止 
  予約がキャンセルとなったり客の受入れを自粛せざるを得ないなど、休園を

余儀なくされた観光果樹園が多数発生しました。 
○ 外国人技能実習生の受入れ停滞による労働力不足 
  入国制限等により各国からの外国人技能実習生の受入れの見通しが立たなく

なったり、日本に戻れない事案が発生し深刻な人手不足となりました。 

 
（消費拡大に向けた取組を実施） 

 ○ 政府による「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」 
政府は２度にわたり、緊急対応策を決定しました。これを受け農林水産省は、 

農林漁業者への公庫等による資金繰り支援を行いました。特に、第２弾対策に 
おいては、学校給食休止への対応として、農業者及び食品事業者へのきめ細か 
い各種支援を行うことを決定しました。 

○ 食料のサプライチェーン全般にわたる事業継続のためのガイドラインの周知 
国民への食料の供給を継続的に行うため、令和２(2020)年３月 13 日に策定さ 

れた「新型コロナウイルス感染者が発生した際の事業継続に関するガイドライ 
ン」の周知を行いました。 

○ 相談窓口の設置 
  農業者や食品産業事業者等からの相談に対応するため、令和２(2020)年３月

６日、東北農政局企画調整室に「新型コロナウイルス感染症に係る相談窓口」
を設置しました。 

○ 食品の流通・販売状況の把握 
  販売小売店舗に対し、買いだめ、買い急ぎ、売惜しみの状況を把握するため、

東北農政局の監視職員による巡回を実施しました。 
○ 「いっぱいプロジェクト」の実施 
  学校給食の休止やイベントの自粛等の影響で需要が減少した地元産の「和牛」

「牛乳」「花」について、消費拡大に向けた取組として「いっぱいプロジェクト」
を立ち上げ、令和２(2020)年３月 23 日～４月３日の間、消費者コーナーにおい
て東北各県の銘柄牛や花きの紹介、牛乳・乳製品を使ったレシピ等を特別展示
しました。また、仙台合同庁舎玄関フロア等に東北の花を展示したり、東北農
政局職員による肉、牛乳・乳製品、花を購入する取組を実施しました（図表 1-
24）。 

（２）東北地方の農業及び食品産業への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）東北農政局の取組 
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 第１章 自然災害及び東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組等 

表 1-24  いっぱいプロジェクト及び消費者コーナーの特別展示                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24


